
議案第２号 

   技能職員等の給与に関する規則を廃止する規則の制定について 

 

  令和元年７月25日提出  岩手県人事委員会 委員長  熊谷 隆司 

 

第１ 趣旨 

   技能職員等の給与に関する規則（昭和 32年岩手県人事委員会規則第11号）

を廃止しようとするものである。 

 

第２ 規則案の内容 

   技能職員等の給与に関する規則を廃止すること。  

 

第３ 施行期日（附則関係） 

   公布の日から施行すること。 
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 技能職員等の給与に関する規則を廃止する規則をここに公布する。 

  令和元年 月 日 

岩手県人事委員会 

                                              委員長 熊 谷 隆 司 

岩手県人事委員会規則第 号 

   技能職員等の給与に関する規則を廃止する規則 

 技能職員等の給与に関する規則（昭和32年岩手県人事委員会規則第11号）は、廃止する。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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会計年度任用職員である技能職員等の給与に関する規則について 
 

１ 趣旨                                          

  人事委員会における会計年度任用職員である技能職員等の給与に関し必要な事項を定める規則の

制定の要否について検討するもの。 

２ 現行規則                                        

  技能職員等の給与に関する規則（昭和32年岩手県人事委員会規則第11号）により、その給与につい

ては知事規則（技能職員等の給与に関する規則（昭和32年岩手県規則第51号））の適用を受ける職員

の例によることとしている。 

  現時点では、人事委員会事務局内にこの規則の適用を受ける職員はいないこと。 

  （背景） 規則制定時、委員会の議事録作成等のため、タイピスト及び雑務手の職名の職員がいた

ことから、人事委員会規則を整備する必要があったもの。 

   

 

 

 

 

 

 

 

３ 会計年度任用職員制度導入後の規則適用関係                         

 (１) 会計年度任用職員の給与等に関する条例（平成31年岩手県条例第６号）の適用を受ける会計年

度任用職員 

    条例及びその委任による人事委員会規則 

 (２) 技能職員等 

    今後定める知事規則適用 

（教育委員会においては別途必要な読替え規定等を置く教育委員会規則を制定する予定とのこ

と。） 

 (３) 公営企業に任用される者 

    各々の就業規則適用 

 

 

 

 

 

 

４ 課題                                           

  人事委員会事務局において、今後会計年度任用職員であって技能職員等に該当する者を任用する場

合には、任命権者として当該職員に適用する規則を定めることが必要。 

５ 対応（案）                                        

会計年度任用職員である技能職員等の給与に係る新たな規則の制定は不要とする。 

  また、任期の定めのない職員に係る現行規則については、人事委員会事務局に配置又は任用が想定

されないことから、この際廃止する。（公布日施行） 

  （理由） 

  今後、任期の定めのない職員及び会計年度任用職員のいずれであったとしても、技能職員等に該

当する者が人事委員会事務局に配置又は任用されることが想定されないため。 

参考 現行の知事規則における「技能職員等」の定義（第２条） 
 (１) 技能職員 
  ア 電話交換手の業務に従事する者 
  イ 漁業に関する試験、調査若しくは指導又は漁業の取締りに従事する船舶に乗り組む者 
  ウ 運転技士の業務に従事する者 
  エ ボイラー技士の業務に従事する者 
  オ アからエまでに掲げる者に準ずる技能的業務に従事する者 
 (２) 労務職員（甲） 守衛、巡視等で監視、警備等の業務に従事する者 
 (３) 労務職員（乙） 農場、牧場、試験研究施設、作業場等において労務的作業に従事する者 
 (４) 労務職員（丙）  
    ア 用務員、調理員等の労務に従事する者 
    イ 事務員の業務に従事する者 

 

参考 会計年度任用職員の給与等に関する条例 
（技能職員等の給与の種類及び基準） 
第29条 技能職員等（地方公営企業等の労働関係に関する法律附則第５項の規定により同法（第17
条を除く。）並びに地方公営企業法第38条及び第39条の規定が準用される職員（法第22条の２第１
項に規定する会計年度任用職員に限る。）をいう。）の給与の種類は、給料、地域手当、通勤手当、
特殊勤務手当、特地勤務手当、へき地手当、超過勤務手当、休日給、宿日直手当、夜勤手当、期末
手当及び退職手当とし、その給与の基準は、職務の性質及び責任を考慮して知事が定める。 
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○技能職員等の給与に関する規則（昭和32年人事委員会規則第11号） 

 

技能職員等の給与に関する規則 

（目的） 

第１条 この規則は、技能職員等の給与に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

（給与） 

第２条 技能職員等の給与については、技能職員等の給与に関する規則（昭和32年岩手県規則第51号）

の適用を受ける職員の例による。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行し、昭和32年４月１日から適用する。 
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